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経済情報 

 

関西経済の現状と見通し 

～景気は緩やかに拡大も、米国の通商政策等が引き続きリスク要因～ 

 

【要旨】 
 

 

 日銀短観（2018 年 6 月調査）によると、関西地区の業況判断 DI は全産業・全

規模ベースで 15％ポイントと、前期から横ばいで推移した。原油や原材料価

格等の上昇により、企業マインドの改善は一旦頭打ちとなっている。 

 輸出は、電気機器（半導体ほか電子部品等）や一般機械（半導体製造装置、原

動機等）が増加している。生産は、電子部品・デバイスがスマートフォンの販

売不振に伴う生産調整等によって足元で落ち込んでいるが、はん用・生産用・

業務用機械の大幅な増加等により、全体としては高水準を保っている。 

 企業収益の見通しがやや慎重化する一方、設備投資は堅調な増加が見込まれ

る。日銀短観によると、2018 年度の関西企業の設備投資計画（含むソフトウ

ェア・研究開発）は全産業・全規模ベースで前年度比+13.4％と、全国を上回

る増加が計画されている。製造業では人手不足に対応した省力化投資、非製造

業では好調なインバウンド需要への対応として宿泊施設や商業施設を新設・拡

充する動きがみられる。 

 個人消費には一部に依然として節約志向の根強さがみられ、スーパー販売額は

弱含んでいる。但し、百貨店販売額は好調を維持しており、消費はセクターに

より区々の動きといえる。インバウンド消費について、関西の百貨店免税売上

高や関西国際空港の外国人入国者数は堅調に増加しているが、6 月には大阪北

部地震の影響が一部みられた。 

 総じて関西経済は緩やかに拡大しており、先行きについても、輸出や設備投資

の増加及びインバウンド消費の拡大を牽引役として、拡大基調が続くと予想さ

れる。 

 ただし、大阪北部地震や 7 月上旬の西日本を中心とする豪雨等、相次ぐ自然災

害や天候不順により、目先は消費者マインドの悪化やインバウンド消費へのマ

イナス影響も懸念される。 

 加えて、リスク要因として米国による通商政策の動向が挙げられる。米中貿易

摩擦の深刻化や米国の自動車輸入に対する関税引上げは、間接的な影響まで含

めると、関西経済へ相応の悪影響を及ぼす虞がある。 
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（注）全産業・全規模ベース。至近値は2018年6月。

（資料）日本銀行統計より三菱UFJ銀行経済調査室作成

第1図：日銀短観（業況判断DI）

景気の
現状判断

業種・職種 コメント

やや良い タクシー
運転手

・天候不順や大阪北部地震の影響で乗車機会
が増え、営業収入が若干時増加している。

変わらない 百貨店（サー
ビス担当）

・今月は大阪北部地震の影響で、来客数と売
上が減少している。

やや悪い 都市型
ホテル
（総務担当）

・大阪北部地震以降、宿泊やレストランの客が
減少している。宿泊では海外客によるキャンセ
ルがみられるほか、レストランは全体的に落ち込
んでいる。

やや悪い ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加

工品製造業（経営

者）

・大阪北部地震以降、受注量が少し減少してい
る。

やや悪い 広告代理店
（企画担当）

・プレバーゲンセールがスタートしたが、大阪北
部地震の影響もあり、例年ほどの勢いがない。

（資料）内閣府統計より三菱UFJ銀行経済調査室作成

第2表：大阪北部地震（6月18日）に関する主なコメント

1．企業部門の動向 

（1）景況感 

日銀短観（2018 年 6 月調査）によると、関西地区の業況判断 DI は全産業・全規模ベー

スで 15％ポイントと、前期から横ばいで推移した（第 1表、第 1図）。DIの水準は引き続

き高いものの、企業マインドの改善は頭打ちとなっている。業種別にみると、製造業（前

回調査比▲1％ポイント）は、原油や原材料価格の上昇により木材・木製品、石油・石炭

製品、紙・パルプ等の素材業種を中心に悪化した。一方、非製造業（同+1％ポイント）は、

好調なインバウンド需要により宿泊・飲食サービス等が改善した。 

街角の景況感を示す景気ウォッチャー調査でも、現状判断 DIは 5月、6月と 2ヵ月連続

で景気の良し悪しの分岐点となる 50を下回り、やや停滞感が窺われる（第 2図）。なお、

6 月 18 日に発生した大阪北部地震の影響に関して、関西の現状判断 DI の顕著な悪化はみ

られなかったものの、回答者のコメントでは来客数の減少や消費者マインドの下押し、訪

日客の宿泊キャンセル等への言及があった（第 2表）。 

また、7 月上旬の西日本を中心とする豪雨では、関西でも相応の被害が生じており、相

次ぐ自然災害によるマインドへの影響が懸念される。 
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（注）季節調整値。

（資料）内閣府統計より三菱UFJ銀行経済調査室作成

第2図：景気ウォッチャー調査（現状判断DI）

（年）

景気が

よい

景気が

悪い

←
→

（「良い」－「悪い」社数構成比、％ポイント）

2017年 2018年 先行き

9月 12月 3月 6月 前期比 9月

関西 全産業 12 15 15 15 0 12

製造業 13 18 18 17 ▲ 1 14

非製造業 11 13 12 13  + 1 9

大企業 21 23 21 22  + 1 21

中小企業 5 9 9 8 ▲ 1 5

全国 全規模 15 16 17 16 ▲ 1 13

製造業 15 19 18 17 ▲ 1 15

非製造業 14 14 15 15 0 11

大企業 23 25 23 22 ▲ 1 21

中小企業 9 11 11 11 0 8

（資料）日本銀行統計より三菱UFJ銀行経済調査室作成

第1表：日銀短観（業況判断DI）
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第4図：関西の輸出金額の推移（品目別）
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2．四半期ベース。至近値は2018年4月・5月の平均。

（資料）近畿経済産業局統計より三菱UFJ銀行経済調査室作成

（2010年＝100）

（年）

第6図：鉱工業生産の推移（関西・業種別）

（2）輸出・生産 

関西の輸出額（円ベース）は、4-6 月期に前年比+10.3％と増加し、前期から伸びが加速

した（第 3 図）。輸出先別にみると、いずれの地域向けも前年を上回って推移している。

品目別では、電気機器（半導体ほか電子部品等）がアジア向けに、一般機械のうち半導体

製造装置等がアジア向けに、原動機はアジア及び米国向けに増加している（第 4図）。 

 

 

関西の鉱工業生産は、単月の振れを伴いつつも高水準で推移しており、3 ヵ月移動平均

で均すと増加基調を維持している（第 5 図）。業種別にみると、電子部品・デバイスがス

マートフォンの販売不振に伴う生産調整等によって足元では落ち込んだものの、はん用・

生産用・業務用機械はガスタービン（原動機）等が寄与して大幅に増加した（第 6図）。 

 

 

 

先行き、スマートフォンの生産調整に目途が付くとともに、自動車の電動化や省力化投

資の拡大等、半導体関連需要の裾野拡大を背景に、関西の輸出・生産は緩やかな増加基調

を辿ると予想されるが、リスク要因として米国による通商政策の動向が挙げられる。 
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第3図：関西の輸出金額の推移（輸出先別）

（年）
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第5図：鉱工業生産の推移

（年）
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（前年度比、％）

年度 修正率 計画 修正率

全産業 ▲ 3.0 22.1 1.5 ▲ 4.6 ▲ 2.8

製造業 ▲ 3.8 27.4 0.0 ▲ 4.3 ▲ 3.8

非製造業 ▲ 1.9 14.5 4.1 ▲ 5.1 ▲ 1.2

全産業 4.4 12.0 4.6 ▲ 5.1 0.8

製造業 1.6 16.2 0.7 ▲ 6.6 ▲ 3.4

非製造業 6.4 9.1 7.6 ▲ 4.0 4.0

全
国

（注）全規模ベース。
（資料）日本銀行統計より三菱UFJ銀行経済調査室作成

関
西

2017年度 2018年度

第3表：収益計画（日銀短観）
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まず、米中間の通商問題について、関西は中国向け輸出の比重が全国よりも大きく、特

に電気機器の輸出が多い（第 7 図）。米中貿易摩擦が深刻化し米国が中国からの輸入に対

する追加関税の賦課対象をいっそう拡大するなどにより中国経済が想定以上に落ち込めば、

関西は中国向け輸出減少による影響を受け易いといえる。一方、米国の自動車輸入に対す

る関税引上げについては、関西の輸出・生産（出荷）における自動車の比重が相対的に小

さいため、直接的な影響は全国と比べて限定的と推察される（第 8 図）。ただし、自動車

産業は裾野が広く、また、近年は自動車向けの電子部品等も増加しており、間接的な影響

を含めると、関西経済にも相応の悪影響が及んでくると懸念される。 

 

  （3）企業収益・設備投資 

関西の企業収益は高水準を維持しているものの、幾分か頭打ち感もみられる。1-3 月期

の大企業（資本金 10 億円以上）の経常利益は前年比▲3.8％と、1 年半ぶりの減益となっ

た（第 9 図）。原材料価格や人件費の上昇等により、製造業が同▲19.2％と大幅な減益に

転じた。また、日銀短観（2018 年 6 月調査）によると、2018 年度の関西企業の経常利益

計画は全産業・全規模ベースで前年度比▲4.6％と、前回 3 月調査時点から下方修正され

た（第 3 表）。特に製造業の修正率は▲3.8％と、先行きの収益見通しへの慎重な姿勢が窺

われ、米国の保護主義的な通商政策への懸念等も影響しているとみられる。 
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第8図：関西の自動車輸出・生産
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第7図：関西の中国向け輸出

輸出全体に占める中国向け割合
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第9図：経常利益の推移（関西・大企業）

（年）

（前年比寄与度、％）



 
5 

-10

-5

0

5

10

15

20

25

30

35

40

05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18

全産業

製造業

非製造業

（年）

（

（「過剰」－「不足」、％ポイント）

（
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（資料）日本銀行統計より三菱UFJ銀行経済調査室作成

第10図：生産・営業用設備判断DI（関西）

↑過剰超

↓不足超

このように収益見通しが慎重化している一方で、設備投資に関しては堅調な増加が見込

まれている。日銀短観によると、2018 年度の関西企業の設備投資計画（含むソフトウェ

ア・研究開発）は全産業・全規模ベースで前年度比+13.4％と、全国を上回る増加が計画

されている（第 4 表）。これまで、関西企業は設備投資に対する慎重姿勢が強かったが、

その不足感が着実に強まるなか（第 10 図）、製造業では人手不足に対応した省力化投資、

非製造業では好調なインバウンド需要への対応として宿泊施設や商業施設を新設・拡充す

る動きがみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（前年度比、％）

年度 修正率 計画 修正率

全産業 1.3 5.9 ▲ 0.7 13.4 9.6

製造業 2.4 8.9 1.5 10.7 9.3

非製造業 ▲ 0.8 0.3 ▲ 5.0 18.7 10.3

全産業 0.3 4.6 0.3 9.1 7.4

製造業 0.6 4.4 0.3 11.0 6.3

非製造業 0.0 4.8 0.4 7.2 8.5

        2．全規模ベース。
（資料）日本銀行統計より三菱UFJ銀行経済調査室作成

（注）1．ソフトウェア・研究開発を含み、土地投資額を除く。

全
国

第4表：収益計画（日銀短観）
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第12図：雇用人員判断DI（関西）
（「過剰」－「不足」、％ポイント）

↑過剰超

↓不足超

2．家計部門の動向 

（1）雇用 

関西の雇用環境をみると、引き続き需給が引き締まった状態にある。関西 2府 4県の有

効求人倍率は直近で上昇に一服感もみられたが、引き続き 1974 年以来の高水準となって

いる（第 11図）。また、日銀短観（2018年 6月調査）における雇用人員判断 DI（「過剰」

－「不足」）も、前回 3 月調査から不足感は幾分緩和したが、全産業・全規模ベースで

▲28％ポイント、製造業で▲23％ポイント、非製造業で▲35％ポイントと、軒並み人手不

足感の強い状況が続いている（第 12図）。 

昨年までの企業収益の改善や人手不足を受けて、関西でも全国同様に賃上げの動きが広

がっているとみられ、引き続き家計の雇用・所得環境の改善が予想される。ただし、反面

で、人件費上昇自体が足元の企業収益頭打ちの原因にもなっていることに加え、この先は

前述した通商問題の深刻化等に伴う企業収益下振れリスクにも注意を要する。 

 

  

 

 

（2）個人消費 

関西の個人消費には一部に依然として節約志向の根強さがみられ、区々の動きとなって

いる。足元のスーパー販売額（既存店ベース）は弱含みで推移しており、全国を下回る伸

びが続いている（次頁第 13図）。一方、百貨店販売額（既存店ベース）は前年を上回る増

加が続いており、伸びも全国を上回っている（ただし、6 月は大阪北部地震の影響により、

全国の伸びを下回った）（次頁第 14図）。好調なインバウンド需要が牽引する化粧品に加

えて、高額品販売も堅調に推移している。 

先行きについて、目先は今夏の自然災害や天候不順に伴う個人消費の一時的な下押しが

考えられるが、雇用・所得環境が堅調を維持するなかで、個人消費は全体として底堅く推

移すると予想される。 
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（資料）厚生労働省統計より三菱UFJ銀行経済調査室作成

第11図：有効求人倍率の推移

(年）
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第16図：マンション契約率と1㎡あたり価格の推移

（年）
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（資料）経済産業省統計より三菱UFJ銀行経済調査室作成

（年）

第14図：百貨店販売額の推移
（前年比、％）

 

 （3）住宅着工 

関西の住宅着工は、4 月から 5 月にかけて大型の分譲マンションの着工が集中したこと

により、足元で大幅に増加している（第 15 図）。マンション販売動向についてみると、首

都圏の契約率（＝初月契約戸数÷初月発売戸数）は好不調の目安となる 70％を下回る一

方、関西では 70％を上回る状況が続いている（第 16 図）。マンション販売価格は上昇傾

向が続いているが、首都圏と比較して相対的にまだ割安であることや、中心部に近く利便

性の高い人気物件が多いこと等が背景にあるとみられる。 

今後は、目先 2019年 10月の消費税率引上げに伴う駆け込み需要等が徐々に顕在化して

くることが考えられる。もっとも、分譲住宅では地価の上昇やマンション用地の不足とい

った供給制約が指摘されるほか、ここ数年増加してきた貸家も地方における空室増加が抑

制要因となるため、住宅着工は中長期的には弱含みで推移すると予想される。 
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（資料）経済産業省統計より三菱UFJ銀行経済調査室作成
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第13図：スーパー販売額の推移
（前年比、％）
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（資料）国土交通省統計より三菱UFJ銀行経済調査室作成

第15図：新設住宅着工戸数の推移（関西）
（前年比、％）

(年）



 
8 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

-10

0

10

20

30

40

50

60

70

16 17 18

万

外国人入国者数（関西国際空港）〈右目盛〉

前年比（関西国際空港）〈左目盛〉

前年比（全国）〈左目盛〉

（年）

（

（％）

（

（資料）法務省統計より三菱UFJ銀行経済調査室作成

第18図：外国人入国者数の推移（関西）
（万人）

3．インバウンドの動向 

インバウンド消費について、関西の百貨店免税売上高をみると、6 月も前年比+46.3％と

依然二桁の増加を続けているが、伸び率は前月から低下した（第 17 図）。また、関西国

際空港の外国人入国者数も、6 月は同+13.2％と同様に前月から伸びが鈍化した（第 18

図）。いずれも 6月の伸び率は関西が全国を下回っており、6月 18日に発生した大阪北部

地震の影響で一旦下押しされたものと推察される。 

 

  先行きについては、訪日外国人数の増加を背景としてインバウンド消費も当面堅調に

推移すると予想されるが、大阪北部地震及び 7 月上旬の西日本を中心とする豪雨の影響に

は注意を要する。2016 年 4 月の熊本地震の際には、当月・翌月と九州への訪日客数が顕

著に減少し、同年 9 月頃までマイナスの影響がみられた（第 19 図）。今回の地震の規模

は相対的に限られるが、豪雨の被害は広範に渡っており、短期的には関西を起点・終点と

する西日本向けの旅行取り止め等の影響が懸念される。 
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（資料）法務省統計より三菱UFJ銀行経済調査室作成

第19図：熊本地震前後の外国人入国者数（九州）

熊本地震

（前年比、％）
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